
概要

本稿では、ヤードスティック競争モデルに住民
による私的財と地方公共財の選択を導入した新た
なヤードスティック競争モデルを構築し、そこで
達成される地方公共財の供給水準が資源配分の観
点から効率的な水準にあるのか否かを考察する。
主な分析の結果は以下の通りである。第 1に、住
民の公共財と私的財の選択を考慮しない従来の
ヤードスティック競争によって達成される地方公
共財の供給水準は過大であることが明らかになっ
た。第 2に地域環境ショックの分布の標準偏差が
十分に小さいとき、ヤードスティック競争が引き
起こす地方公共財の非効率性は緩和されることが
明らかになった。
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1　はじめに

Tiebout（1956）は、「足による投票」が地方公
共財の最適供給を導くことを示した。これは、住
民が地域の公共財と課税を比較し、自身の効用水
準が最も高い地域に移住することによって、地方
政府間で住民獲得競争が生じ、地方公共財が効率
的に供給されるというものであり、それ以降、地
方分権と地方公共財の最適供給に関する理論的な
根拠となってきた。しかしながら、いわゆる「足
による投票」仮説が成立するためには、住民が地
域間を完全に移動することができ、また、地方政
府は自身の公共財供給量に対する住民の評価を完
全に把握していることなど、非常に厳しい前提が
必要となる１）。住民と地方政府のより現実的な関
係を描写するためには別の接近が必要となる。
他方、住民による首長選挙を導入した公共選択
モデルを用いて、地方政府の公共財供給行動に接
近する研究が存在する。ヤードスティック競争と
呼ばれるこのモデルは、住民が、他地域と居住地
の地方政府の政策を比較し、不満がある場合その
地方政府を再選させないという行動をとることに
より、公益事業規制におけるヤードスティック競
争と同様に、地方政府の努力を最大限引き出すこ
とが可能となることを示した 2）。このように、ヤー
ドスティック競争における住民および政府の行動
は、より現実に近い地方政府間競争を描写したも
のであると考えられる。しかしながら、従来のヤー
ドスティック競争モデルでは、地方公共財の供給
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水準が高い程、地方政府は努力していると解釈さ
れ、したがって、ヤードスティック競争によって
達成される地方公共財供給量の経済的効率性につ
いては判断が下されてこなかった。
そこで本稿では、ヤードスティック競争モデル
に住民による私的財と地方公共財の選択を導入し
た新たなヤードスティック競争モデルを構築し、
そこで達成される地方公共財の供給水準が資源配
分の観点から効率的な水準にあるのか否かを考察
する。
分析の結果は以下の通りである。第 1に、住民
の公共財と私的財の選択を考慮しない従来のヤー
ドスティック競争によって達成される地方公共財
の供給水準は過大であることが明らかになった。
この結果は、政府が自身の再選のみを重視するた
め、住民にとって真に必要な量以上の地方公共財
を供給する行動を表している。第 2に、ヤードス
ティック均衡における地方公共財供給の効率性を
改善するためには、地方政府が、住民の選好や地
域の外的環境条件などの地域間格差に基づいて政
策形成を行う必要があることが示される。政府と
住民間の情報の非対称性を軽減する政策の有効性
が示される。

2　モデル

2地域からなる経済を考える。地域1と地域2は、
住民数、土地面積、企業の生産技術が等しく、対
称的な地域であると仮定する。各地域にはそれぞ
れの地域を管轄する地方政府 1と地方政府 2が存
在する。地域 i（i=1, 2）に居住する住民数は niで
あり、経済の総住民数は N（≡n1+n2）で一定である
とする。また、地域間住民移動はないと仮定する。
経済の全住民は選好に関して同質的であり、代表
的住民の効用関数は、次式のように表されるとす
る。

 （1）

ここで、xiは私的財消費量、giは地方政府 i（i=1，2）
が選択する地方公共財供給水準、εiは攪乱項であ
り、地域 iの外生的なショックである。攪乱項 εi

は期待値が 0、地域間で独立かつ同一の分布を持
つ連続的な確率変数である。また、関数 uは 2回
連続微分可能であり、ui

x>0, ui
g>0, ui

xx<0, ui
gg<0, 

ui
xg = ui

gx>0であると仮定する 3）。（1）式より、住
民の効用水準は、私的財の消費量や地方公共財の
供給量だけではなく確率変数である地域ショック
によって変化することがわかる。攪乱項 εiは、地
域独自の経済環境や、地域独自の住民の地方公共
財の選好などのように考えることができる。
住民は、地域の企業に非弾力的に 1単位の労働
を供給し、外生的な賃金 wiを得る。住民が得る
賃金は労働賃金のみである。地方政府は一括税 ti

を住民に課すと仮定するので、労働賃金から一括
税を差し引かれた税引き後所得によって、住民は
私的財を購入する。したがって、住民の予算制約
は次式のように表される。

 （2）

地方政府 iは地域 iの居住民のみが便益を享受
する地方公共財 giを供給する。giは、一括税 tiに
よって賄われるとする。したがって、地方政府の
予算制約式は、

 （3）

となる。

3　地方公共財の最適供給条件

ここでは、地方公共財が社会的最適に供給され
るための条件を導出する。そして、以下で展開さ
れる従来のヤードスティック競争モデルと住民の
選択が導入されたヤードスティック競争モデルで
導出される地方公共財供給条件と比較し、各ヤー
ドスティック競争モデルで達成される地方公共財
の供給水準が最適であるのか否かを考察する。そ
のために、ソーシャルプランナーが決定する社会
的最適な地方公共財の供給条件を以下で求める。
ソーシャルプランナーの目的関数である社会厚
生関数は、地域 1と地域 2に居住する住民の総効
用水準であるとし、次のように定義する。
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 （4）

ソーシャルプランナーは、地域 1と地域 2の住民
の予算制約、地方政府 1と地方政府 2の統合され
た予算制約、地域間の効用均等条件を制約条件と
し、社会厚生関数 Wを最大化するように xi ，gi ，
tiを決定する。このようなソーシャルプランナー
の最適化問題は以下のように定式化される。

上記の問題は通常のラグランジュ未定乗数法に
よって解くことができる。ラグランジュ関数は次
のように定義することができる。

ここで、λ1, λ2, λ3, λ4, はラグランジュ乗数である。
上記のラグランジュ関数を最適化することによっ
て得られた 1階の条件式群を整理すると以下のよ
うな地方公共財に関する社会的最適供給条件が導
出される。

 
（5）

（5）式は、地域住民の私的財の限界効用で測った
地方公共財の限界効用の和が地方公共財の限界費
用である 1に等しくなるとき、地方公共財供給が
最適水準を達成することを示しており、サミュエ
ルソン条件となっている。

4　従来のヤードスティック競争モデル

次に、第 2の基準として、従来のヤードスティッ
ク競争モデルで達成される地方公共財の供給条件
を導出する。住民の効用水準は、次のような手順
で決定されると仮定する。最初に、地方政府がそ

れぞれ非負の地方公共財供給水準 giを同時に選択
する。また、giが決定されるとき、税率 tiも決定
されているので、住民の予算制約より、住民の私
的財消費量が決まる。次に、攪乱項 ε1， ε2 が独立
に平均ゼロの密度関数 D（ε）に従い決定され、住
民の効用水準が決まる 4）。住民は他地域住民が享
受する効用水準を知っており、それと自地域で得
られた効用水準を比較し、自地域の地方政府を選
挙によって再選させるか否かを決定する。すなわ
ち、住民は、自身の効用水準が少なくとも Cを越
えれば、当該地域の地方政府を再選させる。した
がって、当該地域の地方政府が再選されるための
条件は、

 （6）

となる。ここで、Cは他地域の住民の効用水準や
自地域地方政府から得られた過去の効用水準と解
釈してもよい。ここでは、地方政府が供給する地
方公共財供給水準は住民によって観察されない。
したがって、地方政府の再選は、地域住民の効用
水準には依存しうるが、その公共財供給水準に直
接的に依存することはできない。これは、地方政
府が住民の真の選好を知らず、また、住民は政府の
真の地方公共財供給量（努力水準）を知らないこと
を表している。すなわち、地方政府と住民の間に
生じている情報の非対称性をモデルに導入する。
選挙の結果、地方政府は再選したとき、再選レ
ント Rを得るとする。υ（gi）は、地方公共財を gi

だけ供給したとき地方政府が得られる効用水準で
あり、υ'（gi）<0，υ'Ꞌ（gi）<0 を満たす。これは、地
方政府が giだけ地方公共財の供給量を増加させた
とき、地方政府自身の効用水準が υ'（gi）だけ減少
することを示している。したがって、地方政府は、
giを増加させたときの効用水準に再選したときに
受取る再選レントを加えた期待効果 E[υ（gi）+R]

を最大化する。以上のようなヤードスティック競
争の下での地方政府の最適化問題は、次の問題の
ように定式化することができる。

u (xi,gi)
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ここで、分布関数の定義により、

 （7）

である。giに関する地方政府 iの最適化の 1階の
条件を求めると、次式が得られる 5）。

 （8）

（8）式を整理すると次式が得られる。

 
（9）

（9）式の左辺は地方公共財の供給増加による限界
便益であり、（9）式左辺は地方公共財を供給増加
による地方政府の限界費用である。つまり、地方
政府は giを増加させることによって、選挙の再選
確率が上昇し、再選レントが得られる確率が上昇
する。しかし、追加的に地方公共財を供給するた
めには υ'（gi）の効果水準の減少が伴う。（9）式か
ら通常のヤードスティック競争では、以上のよう
な、政治家主体的な限界便益と限界費用に一致す
るところで地方公共財の供給量が決定されること
がわかる。

5　  住民の選択を導入したヤードスティック
競争モデル

本節では、住民による私的財か地方公共財かの
選択を導入したヤードスティック競争によって地
方公共財の供給水準が社会的最適水準を達成され
るのか否かを考察する。地方政府の最適化問題は、
次の問題ように定式化することができる。

 （MAX 1）

分布関数の定義式（7）式と問題（MAX 1）の制
約条件を目的関数に代入し、giに関する地方政府
の最適化の 1階の条件を求めると、次式が得られ
る 6）。

 （10）7）

（10）式を整理すると、地方政府が地方公共財を
供給する条件として次式が得られる。

 （11）

（11）式の直観的解釈は次のように述べること
ができる。（11）式左辺第 1項目は地方政府が地
方公共財を giだけ供給するときに必要な地方政府
自身の不効用（費用）である。左辺第 2項目は、
地方公共財供給量を増加させるため、課税が上昇
し、住民の私的財消費水準の減少に伴い、住民の
効用水準が減少し、地方政府の再選確率が低下す
ることを示している。右辺は、地方公共財供給量
を増加させたときに住民の効用水準が上昇し、地
方政府の再選確率が低下することを示している。
（11）左辺は、giを供給するための費用であり、
右辺は giを供給するための限界便益である。（11）
式は、地方公共財の限界費用と限界便益が等しく
なるとき、地方公共財の水準が効率的に供給され
ることが示されている。
通常のヤードスティック競争モデルでは、上記

（11）式の左辺第 2 項目の giの増加によって、ti

が上昇し、xiが減少し、住民の効用水準が減少す
る効果が考えられていない。つまり、第 4節で展
開された通常のヤードスティック競争モデルの地
方公共財供給条件（8）式では、（10）式第 2項目
の限界費用が無視されている。住民の私的財消費
量の減少を無視した分だけ、地方政府は、地方公
共財を供給するための限界費用を低く評価してい

pr[C u (xi,gi) εi] =
εi

C u (xi, gi)
D(ε)dεi

ε

uigε －

ε

εε
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ることになる。したがって、次の命題 1を得るこ
とができる。

命題 1　 住民の地方公共財と私的財の選択がない
下でのヤードスティック競争は、地方公共
財を資源配分の観点から非効率的に過大な
供給水準へと導く。

命題 1の直観的解釈は次のように述べられる。
通常のヤードスティック競争における地方政府の
目的関数は、自身が再選されたときに得られるレ
ントから、公共財供給を行ったときに地方政府自
身が被る効用水準の減少分を差し引いたものであ
る。したがって、この地方政府の目的関数は地方
政府の利得のみを考えたものである。よって、こ
の目的関数を最大化すると地方政府は自身の再選
のためだけを考えるため、公共財供給量を過大に
供給する。しかし、実際には公共財供給量増加に
伴い、住民の税負担は増加する。すなわち、住民
の地方公共財と私的財の選択がない下でのヤード
スティック競争は、地方政府は自身の再選のため
のみを考え、実際には住民に真に必要でない地方
公共財を過大に供給する。
次に、社会的最適水準と住民の選択を導入した
ヤードスティック競争下における地方公共財の供
給水準を比較する。（5）式と（11）式を比較すれば、
次の命題が得られる。

命題 2　住民の選択が導入されたヤードスティッ
ク競争下で達成される地方公共財の供給水
準は、社会的な最適水準に比較し、過小と
なる。

命題 2の直観的解釈は次のように述べることが
できる。ヤードスティック競争モデルにおいて、
地方政府は自身の効用水準 ʋ（gi）を考慮しながら
地方公共財の供給量を増加させる。地方政府が自
身の効用水準ʋ（gi）を考慮することは、地方公共財
を供給するための費用を住民の観点から過大に見
積もっていることとなる。供給費用が過大である
分だけ、地方公共財の供給水準は住民の観点から
過小となる。もし、地方政府が地方公共財の供給量

増加にともなう自身の効用水準の減少分を考慮せ
ず地方公共財を供給するならば、地方公共財を供
給するための費用は低下する。それに伴い、地方公
共財の供給水準は増加し、社会的最適な水準を達
成する。
以上の命題 1、命題 2で導出されたようにヤー
ドスティック競争は地方公共財の非効率な供給へ
と導くのだろうか。それを考えるため、εiが決定
される密度関数 D（ε）を次のように特定化する。

特定化された密度関数より、標準偏差 σが上昇す
れば、εiは期待値 0により近い値をとる確率が上
昇し、逆に標準偏差 σが低下すれば、εiは期待値
0から離れた値をとる確率が上昇することがわか
る。したがって、次の命題を得ることができる。

命題 3　地方公共財の供給水準は標準偏差 σに依
存し変化する。すなわち、標準偏差 σの値
が上昇（低下）したとき、地方公共財供給
量は減少（増加）する。

命題 3の直観的解釈は次の通りである。標準偏
差 σの値が大きく（小さく）なったとき、攪乱項
εiの変動が大きく（小さく）なる。εiの変動範囲
が広くなるに従い地方政府の再選確率は低下（上
昇）するため、地方政府は、地方公共財の供給量
を減少（増加）させる。命題 3より、次の系 1が
導出される。

系 1　  ヤードスティック競争は地方公共財を過小
供給へと導くが、標準偏差 σの値が十分に
小さくなったとき、ヤードスティック競争
は、地方公共財を効率的供給へと導く。

系 1は通常のヤードスティック競争と逆の結果で
ある。通常のヤードスティック競争は標準偏差 σ
の値が十分に小さいとき、地域の攪乱項 εiは期待
値に近い値になる確率が上昇するため、地方政府
は地方公共財の供給量を増加させることで自身の
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再選確率をより高めることができる。したがって、
標準偏差 σの値が十分小さいとき、従来のヤード
スティック競争は地方政府の努力水準を上昇させ
る。ここで、標準偏差 σの値が小さいとき、地域
の攪乱項 εiは期待値に近い値になる確率が高い点
に注意が必要である。これは、地域が同質的にな
ることを意味している。すなわち、従来のヤード
スティック競争は、地域が同質的になればなるほ
ど、地方政府の公共財供給競争を促進させる役割
を果たすことになる。一方、系 1の結果からは、
住民の選択を導入したヤードスティック競争で
は、標準偏差 σの値が小さいとき、過小な地方公
共財供給量が緩和され、最適水準が達成される可
能性がある。これは、通常のヤードスティック競
争とは逆の結果であり、地域がある程度異質であ
ることがヤードスティック競争によって引き起こ
される地方政府の過剰な再選政策を緩和させるこ
とを示唆している。
次に、（10）式を次式のように変形する。

 （12）

（12）式より、以下の命題が得られる。

命題 4　地方政府が地方公共財を供給するときに
得られる効用水準 υ（gi）が giの変化に対し
て一定であれば、地方公共財供給量は社会
的最適水準を達成することができる。

命題 4の直観的解釈は次のように述べることが
できる。（12）式右辺第 2 項目は、私的財の限界
効用で測った、地方公共財供給量増加による地方
政府の効用水準の減少分である。命題 4は、完全
に慈悲的な政府（住民の厚生水準のみを考慮する
政府）でなくても、追加的に公共財が供給された
ときに、自身の不効用を増加させない政府であれ
ば、地方公共財の最適な供給水準を達成できる可
能性を示唆している。

5.1　おわりに

ヤードスティック競争は地方政府の努力水準を
引き出す原動力となることが従来より議論されて
きた。しかしながら、ヤードスティック競争によっ
て引き出される地方公共財供給水準の効率性に関
して議論された研究はきわめて少ない。そこで、
本稿では、従来のヤードスティック競争モデルに
住民の私的財と地方公共財の選択を導入し、ヤー
ドスティック競争が達成する地方公共財の供給水
準が効率的であるのか否かを考察した。
本稿では以下の主要な結果を得ることができ
た。第 1に住民による私的財と地方公共財の選択
が考慮されていない従来のヤードスティック競争
は、地方公共財を過大な供給水準に導く（命題 1）。
第 2に住民による私的財と地方公共財の選択を考
慮した新たなヤードスティック競争は、地方公共
財の供給水準を過小にする（命題 2）。第 3に、地
域固有の環境条件や地域固有の住民の地方公共財
に対する選好が、地域間で同質（異質）になれば
なるほど、地方公共財供給量は減少（増加）する
（命題 3）。第 4に、住民の私的財と地方公共財の
選択を導入したヤードスティック競争では、地域
間の異質性が小さくなれば、ヤードスティック競
争によってもたらされる地方公共財の過小性が緩
和される（系 1）。
以上の得られた結果から、次のようなことを述
べることができる。ヤードスティック競争によっ
て引き起こされる非効率性の源泉は住民と政府間
の情報の非対称性にある。ここでは、地域固有の
環境条件、地域固有の住民の地方公共財に対する
選好が攪乱項 Ɛiで表されているため、住民と地方
政府との間に情報の非対称性が発生している。情
報の非対称性を解決するために地方政府が地域固
有の住民の選好、地域独自の環境条件などの情報
を正確に察知すること、また住民が地方政府に対
して情報を伝えやすい制度を構築することによっ
て再選を目的としたヤードスティック競争の非効
率性を改善することが可能となるだろう。

注
1 ）Rubinfeld（1987）

ε
・
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2 ）Seabright（1996）
3 ）ui

x≡ ∂u(xi, gi)/∂xi, ui
g≡ ∂u(xi, gi)/∂gi, ui

xx≡ ∂2u(xi, gi)/∂x2
i, ui

gg 

≡ ∂2u(xi, gi)/∂g2
i, ui

xg ≡ ∂2u(xi, gi)/∂xi∂gi, ui
gx≡∂2u(xi, gi)/∂gi∂xi

とおいている。
4）Ԑは攪乱項のベクトルであり、Ɛ=(Ɛ1, Ɛ2)である。
5）2階の条件は満たされている。
6）2階の条件は満たされている。
7）（3）式を tiについて解いた値を（2）式に代入すれば、

xi=wi－ (gi/ni)が得られる。∂xi/∂giは、xi=wi－ (gi/ni)
を giで偏微分したものである。
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